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●1	 導入

世界の都市では電子商取引市場が拡大し続けており、

ラストマイル配送は世界各地でますます困難になってい

る。電子商取引による個人向け配送は、配送先が空間的

に分散している一方で、配送車両の停車回数が非常に多

いという特徴を持つ（Allen et al., 2018）。その結果、

配送車両による停車需要が増加し、限られた都市部の路

肩空間や駐車スペースへの負担が高まっている。

供給側では、配送モデル（例：クイックコマース／即時

配送やクラウドソーシング型配送）が多様化しており、

ラストマイル配送システムはより複雑化している。現在、

世界各地の都市では、多数の配送事業者が配送サービ

スを担っており、宅配ロッカー、モバイルハブ、電動カー

ゴバイクといった新たなソリューションも、この数十年

で広く導入されるようになっている。さらに、電子商取引

の拡大は、配送事業者による配送ネットワークや流通

戦略の変化を通じて、土地利用にも影響を及ぼしている

（Janjevic and Winkenbach, 2020）。電子商取引

に伴う配送需要に対して高水準のサービスを提供するた

め、都市近郊では物流施設の立地・開発が進められてい

る。

世界各地の都市では、電子商取引の急速な拡大に

よってラストマイル配送への負荷が高まっているが、そ

の課題の現れ方は地域ごとの文脈によって大きく異な

る。配送サービス市場もまた、それぞれの都市や国の

条件に応じて異なる形で発展してきた（Janjevic and 

Winkenbach, 2020）。そのため、地域的文脈がラスト

マイル配送システムの形成にどのような影響を与えている

のかを理解することは、各都市における課題や戦略、さら

にはその成果の違いを説明する上で重要である。

本研究では、電子商取引に伴うラストマイル配送に焦点

を当てる。ラストマイル配送の定義については、Boysen 

et al.（2021）に従い、「長距離輸送後に貨物が都市内の

出発地点（例えば配送拠点）へ到着した時点から始まり、

最終顧客が希望する配送先へ届けられるまでの配送過

程」とする。

本研究ではラストマイル配送システムの違いは、主とし

て都市開発（都市環境や交通システム）、都市計画・政策

の枠組み、そして配送サービス市場の構造の違いによって

形成されると考える。世界5都市を対象として、ラストマイ

ル配送の実務の現状を調査するとともに、その背景にあ

る文脈要因について分析を行う。

なお、本稿の内容は、Sakai et al.（2026）において

公表されていることを付記する。

●2	 研究手法

本研究では、必要に応じて周辺地域も含めながら、5

都市を対象にケーススタディを実施した。対象都市は、

ブリュッセル首都圏（ベルギー）、アムステルダム（オラン

ダ）、シンガポール、東京23区（日本）、ニューヨーク市

（米国）である。これらの都市ではいずれも、電子商取引

の急速な拡大に伴いラストマイル配送が大きく増加してお

り、社会的・環境的課題として広く認識されている。

都市形態や交通システムは5都市間で大きく異なって

おり、その背景には、用途地域制度や建築規制、交通市

場のガバナンス、さらには行政レベルごとの公共部門の役

割の違いがある。特に、ヨーロッパ、アジア、北米の地域

間では対照的な特徴がみられる一方で、同一地域内にお

いても都市ごとの差異は小さくない。なお、これらの都市

は、国際比較分析を行う上で必要な専門的知見や情報が

得られることも考慮して選定した。表－1に、対象都市の

規模及び主要なインフラ特性を示す。

各ケーススタディでは、二つの観点から分析を行う。第

一に、配送手段（例：バン、自転車、手押し台車）、配送・

受取方法（対面型・非対面型）、宅配ロッカー、受取拠

点、配送ハブなどの関連インフラを含め、現在のラストマ

イル配送システムの実態を整理する。また、配送市場の

構造や、まだ広く普及していない新たな配送イノベーショ
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ンについても検討する。第二に、都市開発の歴史、都市計

画、市場規制、公的政策といった広範な要因が、現在のラ

ストマイル配送システムの形成にどのような影響を与えて

きたのかを分析し、その実態を説明することを目的とす

る。

本研究では文献調査、現地視察、半構造化インタ

ビューなどを通じて情報を収集した。分析にあたっては

可能な限り一貫性を確保するよう努めたが、利用可能な

データの違いにより、都市間で完全に同一条件の比較を

行うことには限界がある。

●3	 ケース間比較に関する考察

（1）文脈要因とその作用

文脈要因とラストマイル配送の実態に関するケース間

比較の結果を表－2に示す。本研究では、7つの主要な文

脈要因を整理した。需要密度、都市圏規模、都市環境は、

都市の物理的条件を特徴づける要因である。用途地域規

制や建築基準は、物流施設や路外駐車場といった主要

インフラの整備可能性に大きな影響を与える。また、ゼロ

エミッション政策は、とりわけヨーロッパ都市において、

配送手段や車両構成に大きな変化をもたらしている。さ

らに、配送サービス市場の構造は、配送需要の集約・分

散の程度や、専門的あるいは非従来的な事業者の存在に

影響している。以下では、これらの文脈要因がラストマイ

ル配送の実態にどのような影響を与えているのかを論じ

る。

需要密度：需要密度は、各配送手段の実現可能性に大

きな影響を与える。需要密度が高いほど、1回の配送ツ

アーあたりの配送エリアは小さくなる。特に極めて高密

度な地域では、トラックで路肩空間やマイクロハブ、一時

的な積卸スペースなどの中継地点まで貨物を運び、そこ

から台車で配送する方式が有効となる（例：東京23区や

ニューヨーク市中心部）。一方、中程度の需要密度では、

配送先がより広範囲に分散するため、カーゴバイクが競

争力のある配送手段となりうる（例：ブリュッセルのペン

タゴン地区）。また、台車やカーゴバイクといった非動力

型配送手段は、渋滞が多い地域、歩行者空間、あるいは

駐車空間が限られる地域で特に有利であり、これらはい

ずれも高密度都市に共通する特徴である。

都市圏規模：大規模都市圏では、特に高密度な地区へ

の配送において、トラックから台車などの小型配送手段へ

の積み替えが必要となる場合が多い（例：東京及びニュー

ヨーク）。これらの都市では、深刻な渋滞に加え、都市中

心部と物流施設との距離が長いため、地域物流拠点から

最終配送地点へのアクセスが制約されやすい。一方、ブ

リュッセル、アムステルダム、シンガポールのような中規

模都市では、市街地外縁部に立地する大型倉庫や配送セ

ンターから、小型〜中型貨物車両（主にバン）による直接

配送が一般的である。

表－ 1　対象都市の規模および主要なインフラ特性

都市
人口（行政区域内）

（2025年）
面積�

（km²）
人口密度�

（人/km²）
都市圏人口�
（2025年）

主なインフラ特性

ブリュッセル首都圏 130万人 161 7,700 140万人
狭い街路、中心部の運河、高い自転
車レーン密度

アムステルダム 93万5千人 219 4,270 120万人
狭い街路、密な運河ネットワーク、高
い自転車レーン密度

シンガポール 610万人 736 8,300 500万人
近代的な交通インフラ（鉄道・道路・駐
車場）、自転車レーンは限定的、港湾
都市（島嶼）

東京23区 970万人 628 15,400 3,340万人
広範な鉄道ネットワーク、港湾都市だ
が水運は限定的

ニューヨーク市�
（マンハッタン）

850万人
（160万人）

789
（59）

10,900
（27,000）

1,390万人

自転車・バス専用レーンが拡充される
複合的な道路ネットワーク、広範な鉄
道網、限られた水域横断により都心
アクセスが制約
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都市環境：道路ネットワーク、駐車供給、住宅形態を含

む都市環境は、ラストマイル配送システムに大きな影響を

与える。特にブリュッセル、アムステルダム、ニューヨーク

では、都市中心部に狭い道路が多く、大型貨物車向けの

駐車スペースも限られていることから、小型貨物車両の利

用が増加している。ブリュッセルでは、自転車レーン網が

広く整備されているため、カーゴバイクが有効な配送手

段となっている。一方、シンガポールでは、発達した道路

ネットワークと十分な駐車施設が整備されているため、

カーゴバイクや台車への依存度は比較的低い。また、安

表－ 2　文脈要因とラストマイル配送実務に関するケース間比較

都市 需要密度
都市圏�
規模

都市環境

物流関連土
地利用に対
する用途地
域規制

駐 車供 給
に関する建
築基準

ゼロ�
エミッション�

政策

配送サービス
市場

実務の現状

ブリュッ
セル
首都圏

比較的高
い

中規模

高密度な歴
史的都心、
限られた空
間、高い自
転車レーン
密度、多様
な住宅形態

制限的（ただ
し緩和傾向）

厳 格な 駐
車供 給 規
制なし（路
上夜 間 駐
車が 一 般
的）

Euro排出基
準に基づく
LEZ（ブリュッ
セル首都圏全
域に適用）

比較的分散
（bpostが 最
大手）

バン配送、限定
的だが増加する
カーゴバイク利
用、地域物流拠
点からの直接配
送

アムステ
ルダム

比較的高
い

中規模

高密度な歴
史的都心、
限られた空
間、高い自
転車レーン
密度、多様
な住宅形態

制限的

厳 格な 駐
車供 給 規
制なし（路
上夜 間 駐
車が 一 般
的）

2025年以降�
都 心 部 で
ZEZ導入（す
べてのバン・
トラックを段
階的にゼロエ
ミッション化）

高度に集中
（PostNL、
DHLなど）

バン配送、限定
的なカーゴバイ
ク利用、地域物
流拠点からの直
接配送

シンガ
ポール

高い
（高層住
宅団地へ
集中）

大規模

高層住宅、
十分計画さ
れ た 駐 車
場、近代的
インフラ

制限的
建 築 基 準
による駐車
供給管理

LEZ/ZEZな
し（全国的排
出政策、ロー
ドプライシン
グ導入）

分散型

混合型（トラッ
ク、バン、オー
トバイ）、地域
物流拠点からの
直接配送

東京
23区

非常に高
い

メガシティ

複数の高密
度 CBD、
十分なオフ
ストリート
駐車場、多
様な住宅形
態

比較的制限
が少ない

建 築 基 準
による駐車
供給管理

LEZ/ZEZな
し（全国的排
出政策）

高度に集中
（ヤマト、佐
川、 日本 郵
便）

混合型（トラッ
ク、バン、カー
ゴ バ イク、 台
車）、マイクロハ
ブ／モバイルハ
ブでの積み替え

ニュー
ヨーク

非常に高
い
（特にマン
ハッタン）

メガシティ

高 密 度 な
歴 史 的 都
心、大規模
建築物（受
付付きが多
い）、制約
された路肩
空間

制限的（ただ
し緩和傾向）

一 部用 途
では建 築
基準による
駐 車供 給
管 理、 路
上 駐 車も
一般的

LEZ/ZEZな
し（州全体の
排出政 策、
ロードプライ
シング導入）

高度に集中
（Amazon、
UPS、FedEx、
USPS）

混合型（トラッ
ク、バン、カー
ゴバイク、手押
し台車）、路肩
空間での積み替
え
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全性、近隣関係、建物管理のあり方も配送実務に影響を

与える。アムステルダムでは、受取人が不在の場合に近隣

住民が荷物を受け取ることが一般的である。一方ニュー

ヨークでは、高層住宅に集中型の受取施設が設置されて

いることが多いのに対し、低密度地域では玄関前への非

対面配送が主流となっている。

用途地域規制：ブリュッセル、アムステルダム、ニュー

ヨークを含む多くの欧米都市では、仕分けや積み替えと

いった近隣規模の物流活動が用途地域制度の中で明確

に位置付けられておらず、住宅地や商業地では制限され

る場合が多い。その結果、路肩や歩道を利用した非公式

な仕分け・積み替えが行われるようになっている。この

傾向は、巨大都市の中でも特に高密度な地域であるマン

ハッタン（ニューヨーク市）で顕著にみられる。また、ブ

リュッセルでは、こうした用途地域規制がカーゴバイク配

送など非動力型配送システムの拡大を制約している。

これに対し、ニューヨークやブリュッセルでは、駐車施

設や住宅との複合開発など、十分に活用されていない都

市空間において近隣物流用途を認める方向で、用途地域

規制の見直しが進められている。シンガポールでも近年、

住宅地内の駐車施設での荷物仕分けが認められるように

なり、共有都市空間の柔軟な活用や徒歩配送によるラス

トマイル配送を後押ししている。

駐車供給に関する建築基準：駐車供給に関する建築基

準や道路利用の慣行は都市ごとに異なっており、ラストマ

イル配送の実態にも大きな影響を与えている。シンガポー

ル及び東京では、大規模建築物に対して荷捌きスペース

や路外駐車場の設置が一般的に義務付けられており、貨

物車両が高層建築へ比較的容易にアクセスできるように

なっている。また、必要とされる駐車供給量は開発規模

に応じて増加する。

ニューヨークでは、低密度地域や住宅用途を中心に、

路上での配送停車が広く行われており、その多くは非公式

で、罰金の対象となる場合もある。さらに、歩道や車道が

仕分けや積み替えのために利用されている。そのため、路

肩空間の管理と共有は、重要な都市計画上の課題となっ

ている。一方、シンガポールでは、車両保有規制を通じて

駐車供給と需要が厳格に管理されている。

ゼロエミッション政策：排出削減を目的とした政策は、

特にヨーロッパの貨物輸送分野に大きな影響を与えてい

る。アムステルダムでは、段階的なゼロエミッションゾーン

（ZEZ）政策の導入により、配送バン（2025年以降）や

トラック（2030年以降）の電動化が進められており、ラス

トマイル配送システムにも継続的な変化が生じている。ブ

リュッセルでは、現在の低排出ゾーン（LEZ）政策は高排

出車両（Euro 4未満）を主な対象としているが、将来的

にはより厳格な排出規制の導入が検討されている。一方、

シンガポール及びニューヨーク市ではロードプライシング

制度が導入されているものの、商用車両やラストマイル配

送への影響については、まだ十分に明らかになっていな

い。

配送サービス市場：対象都市間の比較から、支配的な

配送事業者や小規模な専門事業者の存在が、ラストマイ

ル配送の実態形成に重要な役割を果たしていることが分

かった。東京では、配送需要が少数の大手配送事業者に

集中しているため、高賃料地域であってもマイクロハブの

運営コストを確保しやすく、CBDにおけるマイクロハブを

活用した台車配送が成立している。一方、市場が比較的分

散しているブリュッセルでは、自転車配送を専門とする小

規模・新興事業者が、カーゴバイク配送の拡大に重要な

役割を果たしている。ニューヨークでは、Amazonとその

配送ネットワークの存在感が非常に大きく、ラストマイル

配送の大部分を担っている。その結果、カーゴバイクや徒

歩配送ルートの利用拡大も進んでいる。

（2）共通にみられる戦略

対象都市の比較分析から、具体的な実施方法には違い

がみられるものの、概念的には共通する公共部門の戦略

を見出すことができる。

市場協力及び調整の強化：多数の小規模配送事業者に

よる競争は、配送需要を分散させ、公共インフラへの負

荷を高めることで、持続可能性を損なう可能性がある。一

方、過度な市場規制は競争やイノベーションを阻害する

おそれがある。そのため、物流施策や共有インフラ利用

において事業者間協力を促進できるような、公平な競争

環境の整備が重要となる。これは、需要分散によって車

両や施設が十分活用されていない状況や、共有インフラ

による効率向上が期待できる状況において特に有効であ

る。例えばブリュッセルでは、市場が比較的分散している

一方で、公共部門による低排出施策が積極的に進められ

ており、Green Dealのような官民連携を通じて協力が促

進されている。また、多数の小規模自転車配送事業者の

存在を背景として、共有型ナノハブシステムの構築も進め

られている。さらに、配送事業者に依存しない共有型宅
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配ロッカーシステムも、多くの都市で導入が進んでいる。

これは、ロッカーの乱立や低利用を防ぎつつ、環境負荷

の小さい配送システムを支援するためである。ただし、そ

の規模や立地は、公共部門の関与や市場構造、都市環境

によって異なっている。

非在宅受取及び非対面受渡しの促進：受渡し地点の分

散を減らすことは、配送距離や配送時間、再配達の削減

につながり、配送効率や環境負荷の改善に寄与する。そ

のため、非在宅配送の推進は多くの都市で共通してみら

れるが、その実施方法は地域の文脈によって異なる。シン

ガポールでは、高層公共住宅と共有公共空間を活用し、

コミュニティ空間への配送事業者中立型ロッカーの設置

が進められている。ニューヨークでは、空間制約や路肩

空間不足を背景として、共有型宅配ロッカーの有効性が

LockerNYC実証事業を通じて検証されている。一方、

東京では宅配ロッカー利用が比較的少なく、住宅や集合

住宅への宅配ボックス設置による非対面受渡し支援が中

心となっている。

非自動車配送手段に対する規制枠組みの整備：ラスト

マイル配送では、従来のトラック中心の配送から、より軽

量で低・ゼロエミッション型の配送手段への移行が進ん

でいる。しかし、新たな配送手段に対する明確な規制が

存在しない場合、法的不確実性や無秩序な配送実務につ

ながる可能性がある。そのため、多くの都市では、地域の

配送実態や都市条件に応じた規制整備が進められてい

る。アムステルダムでは、車両分類や速度制限を含むルー

ル整備が進められており、ニューヨークでは急速に普及

したカーゴe-bikeがe-bike規制に組み込まれた。このよ

うな取組は、安全性や空間利用上の課題に対応しつつ、

持続可能な配送手段の普及を支えることを目的としてい

る。

物流空間の確保：軽量な非自動車配送手段は、狭い空

間でも運用可能であり、渋滞や排出削減にも寄与するた

め、高密度都市に適している。一方で、航続距離や積載容

量には限界があるため、大型車両からの積み替え空間が

必要となる。東京では、歴史的に都心部へのマイクロハブ

立地が認められてきたことで、台車配送やカーゴバイク配

送が発展してきた。一方、高密度都市中心部で物流用途

を厳しく制限してきた都市では、荷捌きや積み替え空間

の確保が課題となっている。そのため、未利用空間や共

有都市空間を物流用途として活用する取組が進められて

いる。例えばシンガポールでは、住宅地内駐車施設の物

流利用が認められており、ニューヨーク市では指定路肩

空間での積み替えが制度化されつつある。また、ブリュッ

セルでは、未利用工業空間がカーゴバイク物流向け荷捌

き空間として再活用されている。

複合輸送システムの模索：道路空間容量には限界が

あるため、一部の都市では、既存の代替輸送システムを

活用することで道路交通負荷の軽減を図っている。歴

史的な運河網を有するアムステルダムでは、公共部門が

民間事業者によるはしけを活用した宅配便輸送を支援

している。発達した水運システムを持つ港湾都市ニュー

ヨーク市では、水運へのモーダルシフトを促進するBlue 

Highwaysプログラムが開始された。また、世界でも特

にTODが進展した都市であるシンガポールでは、都市鉄

道を活用した郵便・小包輸送の実証実験（freight-on-

transit）が行われている。

●４	 考察と結論

本研究では、世界各地の異なる特徴を持つ5都市を対

象として、電子商取引に伴うラストマイル配送システムを

分析し、都市開発、都市計画、配送サービス市場といった

地域的文脈が、配送のあり方にどのような影響を与えて

いるのかを明らかにした。電子商取引市場の成長は世界

中の都市に共通の課題をもたらしているが、ラストマイル

物流への影響は、需要密度、都市圏規模、都市環境（駐

車空間や道路空間を含む）、用途地域規制、建築基準、ゼ

ロエミッション政策、配送サービス市場構造などの違い

によって大きく異なる。これらの文脈要因を踏まえること

で、特定の配送手段や、それを支える物流施設がなぜ普及

しているのかを理解することができる。

以下では、都市における貨物輸送を評価し、適切な戦

略やその適用方法を検討するために、政策立案者が考慮

すべき主要な問いを整理する。

・需要密度：小包配送需要の密度や空間分布はどのよう

になっているか。台車配送やカーゴバイクなど、特定の

配送手段を導入・活用できる水準にあるか。

・都市圏規模：都市圏規模は、大規模物流施設からの直

接配送を可能にするものか、それとも高効率・低コスト

化のために積み替えを必要とするものか。

・都市環境：周辺道路の幅員は十分か。路肩空間や駐車

空間は確保されているか。近隣環境や建物タイプは、特

定の受取方法を支援しやすい構造となっているか。
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・規制・政策環境：どのような規制や政策が配送の選択

肢に影響を与えているか。用途地域規制は、マイクロハ

ブなど特定配送手段や非在宅配送を支える物流施設

を許容しているか。用途地域規制の見直しは可能か。建

築基準は貨物車両向け駐車空間を十分に確保している

か。また、どの配送手段がゼロエミッション政策に適合

するか。

・配送サービス市場：宅配市場は分散しているのか、それ

とも一部の大手事業者に集中しているのか。持続可能

なラストマイル配送を促進するためには、新規事業者

の支援、既存大手事業者の活用、あるいは事業者間協

力・調整の強化のうち、どの方向性が適切か。

また、これらの問いを検討することは、持続可能な都市

物流計画の策定にも役立つ。

本研究の知見は、ある都市の「ベストプラクティス」を

他都市へ単純に適用することの難しさを示している。む

しろ、各戦略は、都市物流システムを形成する地域的文

脈を踏まえて解釈・適応される必要がある。本研究で整

理した共通戦略と各都市での実施方法の比較からは、政

策立案者が、ラストマイル配送需要の増加による共通課

題と、それぞれの地域に固有の条件の双方を考慮する重

要性が示された。ラストマイル配送システムを、地域的文

脈の違いと共通戦略の両面から捉えることで、本研究は

都市物流に対するより多面的な理解に貢献するものであ

る。

一方で、本研究は主として高〜中密度地域を対象として

おり、低〜中密度住宅地における課題については十分に

検討できていない。電子商取引市場の拡大に伴い、郊外

地域でも配送車両が増加しているにもかかわらず、郊外

配送に関する課題や政策的議論は依然として限定的であ

る。この点については、今後の研究課題として残されてい

る。
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